
 

２０１９年度第６回業務委員会議事次第 
 

  （一社）日本コミュニティーガス協会 

  

 

【日 時】２０２０年３月４日（木） １４時００分～１７時００分 

 

【場 所】協会会議室 

新型コロナウィルス感染拡大防止の観点から開催中止。ホームページ上の資料で 

書面確認とする。 

 

Ⅰ．報告事項 

１. 委員（支部状況）報告 

 

２. 事務局報告 

 

（１）制度設計専門会合第 45回審議概要について ・・・・・・・・・・ 資料 No.1 

（２）ガス事業制度検討ＷＧ(第 12回)について ・・・・・・・・・・・ 資料 No.2 

（３）２０１９年度事業計画案（業務関連）について・・・・・・・・・ 資料 No.3 

（４）経過措置料金規制指定団地の指定解除について ・・・・・・・・ 資料 No.4 

（５）ガスの適正な取引の確保について ・・・・・・・・・・・・・・ 資料 No.5 

（６）標準係数の改定について ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 資料 No.6 

（７）営業事例収集紹介の進捗状況について ・・・・・・・・・・・・ 資料 No.7 

（８）感謝クイズキャンペーンの 2020年の計画 ・・・・・・・・・・・ 資料 No.8 

（９）コラボ活動について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  資料 No.9 

（10）事業用原料の需給・価格動向等について・・・・・・・・・・・・  資料 No.10 

（11）その他  

（参考） 

・コミュニティーガス販売動向について・・・・・・・・・・・・ 参考資料 No.11 

・生産動態統計（2019年 11・12月） 

 

Ⅱ. 審議事項 

・ 

 

※次回業務委員会は、2020年5月12日(火) 14:00(予定)から 協会会議室となります。 

 

                                       以上 
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電力・ガス取引監視等委員会 第４５回制度設計専門会合 議事概要 

 

 

１．日時：２０２０年２月１０日（月）１5：００～１5：２０（ガスのみ） 

 

２．場所：経済産業省本館１７階第１～第３共用会議室 

 

３．出席者（委員） 

稲垣座長、林委員、圓尾委員、安藤委員、岩船委員、大橋委員、草薙委員、 

新川委員、武田委員、辰巳委員、松村委員、山内委員 

（オブザーバー・ガス） 

大浦 夏樹   JXTGエネルギー株式会社 ガス事業部 部長 

佐藤 美智夫  東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田 聡    一般社団法人 日本ガス協会 専務理事 

松井 毅    大阪ガス株式会社 代表取締役 副社長執行役員 

(代)後藤 和彦 一般社団法人 日本コミュニティーガス協会 業務部長 

下堀 友数   資源エネルギー庁 ガス市場整備室長 

 

４．議題（ガスのみ） 

・ガス導管事業者の法的分離にあわせて導入する行為規制の詳細について 

 

５．意見等 

 事務局から 

 「一般ガス導管事業者の体制整備」について 

⚫  2022年4月施行の改正ガス事業法では、ガス導管事業者の中立性を確保することによりガ

ス供給事業者間の適正な競争関係を確保するため、情報の目的外利用の禁止・差別的取扱いの

禁止に上乗せする形で、ガス導管事業者が以下の３つの体制整備等を行うことを義務付ける。 

① 情報を適正に管理するための体制整備 

② 業務の実施状況を適切に監視するための体制整備 

③ その他適正な競争関係を確保するために必要な措置 

具体的な内容について省令で規定することとされているので、その詳細について議論願いた

い。また、これらを具体化した10項目を定め、「執務室の物理的隔絶」「システムの論理的

分割」「監視部門の設置」の３項目については負担が大きくなることからメーター取付数30

万個未満の一般ガス導管事業者には義務付けない。 

事務局提案のまとめ 

⚫  一般送配電事業者並の体制整備義務を課す事業者の基準は、ガスメーターの取付数が３０

万個以上の一般ガス導管事業者としてはどうか。 

⚫  基準に該当しない一般ガス導管事業者については、法的には執務室の物理的隔絶等負担の

比較的大きいと考えられる体制整備を求めないものの、ガイドライン上望ましい行為として

位置付け、その状況について、事業監査を通じ確認することとしてはどうか。 

⚫  なお、特定ガス導管事業者の体制整備については、本日の議論も踏まえ、次回以降検討する。 
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委員等から 

⚫  新規参入者から一般ガス導管事業者の行いについて、問題行為の疑いがあると監視等委員

会に通報があり、義務付けを外していたからだと分かってきた場合には、義務付けの対象外と

位置付けることに無理があることや、基準そのものについて修正を加える検討に入るべきと

考える。それを前提で通常の業務監査を行っていただきたいと考える。 

⚫  中立性の確保は求められていることを十分認識した上で、疑念を抱かれるような行為を避

けるように対象外の事業者も注意していただきたい。 

⚫  体制整備について、最低限ここまではやるという義務を省令レベルで規定する構造になっ

ているので、一部必須の条件にしないまでも代替的な方法で中立性確保のところを補うとい

う視点は必要になる。それが分かるような省令の文言の規定にして頂きたい。 

⚫  都市ガスを拡大することが大前提にあり、30万個を超えると余計な規制が掛かってくるか

ら努力はしないということがあるならば反対の方向になるので、上場・非上場、メーター数30

万個だけでなく他の要素を絡めて線引きをしたら良いと考える。 

⚫  競争の実態が変わってくれば、30万個を切ったところでも対応を求めるようにしたらよい

と考える。 

⚫  代替措置として託送業務に携わる従業員に一筆求める（情報を適切に管理する、目的外に利

用しない等、定められているがそれについて遵守することの確認を求める。）ということもあ

ると考える。中小事業者にコストは掛からないし、消費者にもコストが転嫁されることは無い

ので検討に値すると考える。 

⚫  都市ガス事業者大手３社の規模が突出しており、８割の事業者が従業員100名以下との特徴

がある。事務局案はガス事業者の様々な実態や特徴を捉え体制整備義務には一定の基準を設

けるといった整理をなされたと受け止めている。事業者は中立性の確保と需要家利益に繋が

る効率性の追求を両立させるために、適切に対応を図っていくと考えている。 

 

 事務局からの回答 

⚫  体制整備の項目を義務付ける基準として、上場企業を要件にとのご指摘があったが、適正な

競争関係の観点からガス事業者の一般的な規模を表すメーター数を採用するのが適切ではな

いかと考えている。 

 （9頁の）①⑦の体制整備についての代替措置の義務がかからなかった事業者についても設

けていくことを進めていくべきではないかとのご意見については、③や⑨の規定の中で事業

者の判断で設けていくといったことも有ると思われる。ガイドラインにおいて①②⑦の項目

を措置することを望ましい行為として位置付けるわけだが、その際に代替措置を含めて沿っ

て行くことが望ましいと記載することも考えられるので、その様な方向で検討していきたい

と考えている。 

 

 座長  

⚫  委員の意見と事務局案が一致していることと、事務局の提案に異論がないことから原則事

務局案の通りとしてすすめ、取り纏めの際に全体を通じて確認をすることとしたい。 

 

以上 
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11,534,655 7,736 23.06% 14,769,985

7,368,878 5,554 19.24% 8,904,133

2,439,194 2,858 11.12% 4,025,711

1,092,914 1,342 3.78% 896,672

930,612 829 2.42% 719,759

571,533 941 2.04% 570,382

411,080 639 1.59% 508,391

374,160 420 1.88% 387,715

343,440 437 1.65% 284,343

319,336 634 1.66% 1,545,341

268,041 459 1.22% 205,155

235,319 322 1.61% 314,503

220,591 474 1.37% 271,716

216,702 278 0.93% 328,496

195,271 195 0.81% 158,781

180,086 420 1.11% 296,735

171,172 293 0.93% 826,555

146,685 219 0.62% 104,127

140,912 236 0.92% 171,741

121,990 124 0.73% 70,907
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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第12回）審議概要 

 

 

１．日 時 ２０２０年２月２１日（金） １０：００～１１：１０ 

 

２．場 所 経済産業省本館１７階 第１特別会議室 

 

３．出席者＜委員＞  

山内座長、市村委員、大石委員、男澤委員、柏木委員、橘川委員、草薙委員、 

武田委員、二村委員、又吉委員、松村委員、山野委員 

＜オブザーバー＞  

佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

沢田  聡 一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

戸出  繁 国際石油開発帝石株式会社 国内エネルギー事業本部  ガス事業

企画ユニット ジェネラルマネージャー 

中島 俊朗 石油資源開発株式会社 執行役員 広報IR部担当、経営企画部担当

役員補佐 

川口ヤスヒロ ＪＸＴＧエネルギー株式会社 リソーシズ＆パワーカンパニーガ

ス事業部 

＜経済産業省＞  

下堀ガス市場整備室長、 他 

 

４．議事次第 

  1．開会 

  2．説明・自由討議 

⑴ 熱量バンド制に関する検討 

3．閉会 

 

５．議事概要  

事務局より資料説明後、自由討議 

議題１  

＜熱量バンド制に関する検討について＞ 

⚫  事務局より、熱量バンド制の効果及び担保すべき要素に必要なコストについて調査・分

析した結果を報告し、その結果を踏まえてこれまで提示した選択肢等について議論をした。

熱量バンド制導入による効果としては、以下の事項が挙げられる。 

① 増熱材(LPG)添加コスト低減。 

② LNG調達先多角化による供給安定性の向上及び調達価格低減 

③ 電力事業者・ガス事業者の導管の相互接続による供給安定性の向上 

④ 熱調設備が不要になることによるLNG基地と導管網との接続の容易化によりもたらさ

れる競争活性化 

CG7
テキストボックス
2019年度
第6回業務委員会
資料№2-1



2 

⑤ ガス機器の輸出価格低減及びメーカーの国際競争力強化 

⑥ バイオガス・水素等の将来的なガス導管への注入による地球温暖化対策 

⚫  熱量バンド制が担保すべき要素と必要なコストについては以下の通りとなる。 

①需要家の安全性 ②需要家の利便性 ③小売料金・託送料金の正確性 ④一般ガス導

管事業者の供給能力及び気化器・熱量調整設備等の供給能力 

⚫  現在の標準熱量制を基準として、標準熱量の引き下げや熱量バンド制の選択肢を比較す

ると、バンド幅が大きくなればなるほど効果に比べてコスト額がより大きく超過すること

がわかった。 

⚫  コストについては、バンド幅が比較的小さい場合には、機器対策費が限定されると想定

され、また、課金方法等の制度設計によっては、コストの低減化も考えられ、定性的な評

価も含めて総合的な判断の可能性も出てくるのではないか。加えて、小さなバンド幅であ

ったとしても導入することとなれば、制度やシステム等の対応が行われることになるため

必要に応じて将来に大きなバンド幅への移行を選択肢として、検討を行う際にハードルを

下げることに資するのではないか。 

⚫  これらを踏まえ、具体的な制度設計の検討を進めながら、現行の標準熱量制と比較しつ

つ標準熱量の引き下げや小さいバンド幅の選択肢から優先的に取り上げ、引き続き検討を

継続することとしてはどうか。 

   

委員から 

⚫  製造設備、導管設備、システムの新設等、新規参入者にかかるコストも今後の検討にお

いて計算していただきたい。また、需要家への周知等のコストについても来年度は定量的

に記載するようお願いしたい。 

⚫  具体的なコストの精査をお願いしたい。 

⚫  具体的な制度設計の検討を進めていくことでコストダウンになるものが有ると考える。

長期的にしっかりと、どの様にすれば低廉化を図れるのか考えて行くべきと考える。 

⚫  機器対策費用を的確に把握した上で検討していただくため、バンド幅の全てのケースに

おいて機器対策費を試算していただきたい。また、バンド制移行後に必要となったシステ

ム等の維持管理費も必要となるため、コスト試算をする際には考慮していただきたい。 

⚫  安定供給を高めるため日本中のLNG基地を繋ぐとなればレジリエンスも高まるし効率

性も高まるが、実際に行うとなると膨大なコストと年月がかかる。ガス体産業が将来どう

なるのか明らかになっていないため、試算することも、合理的な絵を描くことも難しいの

で、ガス体産業の将来についても並行して検討していくことが合理的と考える。 

⚫  長期的には、バイオガス等を増やしていく可能性もあることを考えると熱量にばらつき

がでてくるため、コストがあまり掛からない一定規模のバンド制を一つの選択肢として重

要視するべきと考える。 

⚫  国のエネルギー政策を待つのではなく、民間の持っているビジョンそのものが問われる

べきではないかと考える。バンド制がガス業界の競争を活性化する効果があると言うが、

電力業界やガス業界の競争マインド自体に問題があると考える。 

 

 事務局より 

⚫  ３月のWGで中間整理を行うこととしたい。 

次回、３月27日(金)10：00～12：00とし、議題・場所については別途案内する。 
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